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令和７年度 障害児（者）施設等の整備方針について 
 

                          令 和 ６ 年 ４ 月 ５ 日  

                       埼玉県福祉部障害者支援課 

 

 本整備方針は、「社会福祉施設等施設整備費県費補助金交付要綱」のうち、第３条第１項

の表第３号、第４号及び第６号に掲げる施設について、同条第２項の表第２号及び表第３

号の整備区分ごとに掲げる整備内容並びに「次世代育成支援対策施設整備県費補助金交付

要綱」のうち、４（２）の表に掲げる施設について、５の表の整備区分ごとに掲げる整備

内容について定める。 

 当該補助金については、国庫補助金等の「社会福祉施設等施設整備事業」及び「次世代

育成支援対策施設整備交付金」を本県（政令市・一部について中核市を除く。）において実

施するものであり、令和３年度以降の国当初予算の状況も踏まえて下記のとおり整備の考

え方を定めるものである。 

記 

１ 整備の対象 

（１）整備対象建物は、原則、整備主体の自己所有物件とする。ただし、次の場合につい 

  ては、賃貸物件も補助の対象とする。 

   ①入所施設を運営する法人が施設から地域移行を進めるため又は在宅の重度障害者 

    を受け入れるため重度障害者の受入れ可能なグループホームの整備を行う場合 

   ②「自家発電設備」「スプリンクラー」など安全対策に関する整備を行う場合 

（２）法人運営状況に問題がある場合にあっては、改善報告書等により問題解決に向けた 

  対応への確認ができるまで、県の社会福祉法人認可等審査委員会に諮問しないことが 

  できるものとする。 

（３）単年度事業を対象とする（国・県の補正予算により実施する場合で、翌年度に繰り 

  越しすることが認められた場合等は除く）。複数年にわたる事業は対象外となる。 

（４）浸水想定区域等において新設又は移転改築整備をする際は、安全上及び避難上の対 

  策を講じること。 

 

２ 整備の考え方 

  令和３年度以降の国当初予算の規模を踏まえ、下記（１）～（３）の案件を優先的に 

 整備する。 

（１）本県の入所希望者の状況を踏まえ、重度障害児者の住まいの場の創設 

  ①障害者入所施設（非常用自家発電設備等があるもの。地域移行を推進(※１)すること。） 

   ※１ 

 

 

   

 
 
       協議書において入所を見込んでいる者の状況を記載すること。「地域移行の 

      支援に係る法人の現在の体制」（別紙）を添付すること。 

       また、市町村の意見書等に「当該市町村の施設入所支援のサービス見込量 

      や入所希望者数の将来的な見通しや、当該市町村における入所施設の不足が 

      本協議案件による整備や、地域生活支援拠点や基幹相談支援センター等での 

      連携を通じ地域移行を進めることで解消に向かうかの見通し等」が提示され 

      ていること。  

 国においては、障害者支援施設（施設入所支援）の整備は、基本指針において、
令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者数から５パーセント
以上削減することを基本としています。このため、障害者支援施設の整備について
は、グループホームでの対応が困難な者の利用など、真に必要と認められる場合に
限られています。さらに、設置する市町村の区域内の将来定員の見通し、減少計画
の提示も必要とされています。 
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  ②障害児入所施設（非常用自家発電設備等があるもの） 

  ③重度障害者が入居するために必要な設備（※２）を備えたグループホーム（短期入 

   所を併設するもの） 

   ※２ 施設全体のバリアフリー、特殊浴槽、多目的トイレ等介護設備、スプリンク 

      ラー、非常用自家発電設備等 
 
（２）老朽化した施設の入所者等の安心・安全を確保するため、障害児者の住まいの場の 

  大規模修繕・移転創設などの整備（※３、４） 

   ※３ 

 

 

 

       
 
      障害者入所施設の改築又は移転改築の協議書においては、これまでの地域移 

     行の実績、現在の入所者の地域移行に関する意向及び当該意向を踏まえた中長 

     期的な施設整備の計画等を記載すること。 
 
   ※４ 令和３年度から令和７年度までの５年間、国は「防災・減災、国土強靭化の 

     ための５か年加速化対策」（令和２年 12 月 11 日閣議決定）を講じ、県において 

     も同対策を積極的に整備してきている。令和５年６月１６日に公布された国土 

     強靭化基本法の改正法において、政府は国土強靭化実施中期計画を定めるもの 

     とされたところであり、令和８年度以降も国土強靭化に関する対策が国におい 

     て予算措置され、県が予算措置を行うことができた際には、同対策を実施する 

     （令和３年度、４年度及び５年度は、国は補正予算で事業化している）。 
 
   （参考）「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」（令和２年 12 月 11 日閣議決定） 
    における、当該対策に該当する主な整備案件 
    ・耐震化整備 
     新耐震基準施行（昭和 56 年６月１日）以前に建築された建物についての改築、民老、大 
     規模修繕、移転創設等 
    ・非常用自家発電設備の整備（当該設備は、発災後 72時間の事業継続が可能となる非常用電 
     源とすること。また、同設備が稼働する災害（浸水等の水害、土砂災害及び地震等）時に確 
     実な稼働が見込まれるよう屋上等に設置する等、また独立行政法人建築研究所監修の「建築 
     設備耐震設計・施工指針」等に基づく耐震性を確保することとし、当該対策や耐震性能を協 
     議書に添付すること。） 
    ・ブロック塀等の改修整備 
    ・水害対策強化整備 
     洪水浸水想定区域（水防法第１４条・最大浸水深に応じて優先する。）や土砂災害警戒区域 
     （土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第７条）等危険区域に 
     所在する施設の安全を確保する観点から、住まいの場（入所施設等）において水害対策のた 
     めの移転改築整備を図るもの。 
 
（３）重症心身障害児・重度障害者を支援する新たな通所事業所等の創設 

  ①重症心身障害児を支援する通所事業所及び児童発達支援センター（当該事業種別の 

   事業所が設置されていない市町村における整備） 

  ②重度障害者を支援するために必要な設備（※５）を備えた通所事業所 

   ※５ 施設全体のバリアフリー、特殊浴槽、多目的トイレ等介護設備等 
 
３ 国への協議 

  県は、障害児者施設等に係る協議案件について本方針に基づいて評価を行い、県予算 

 の範囲内で、国へ協議する。

 国においては、障害者支援施設の改築又は移転改築に当たっては、地域移行・地域
生活支援を推進する観点から、重度障害者への支援の必要性や入所者の意思決定支援
を踏まえ、入所定員の見直し（数割以上の削減の検討）、併せて、その施設機能の有効
活用や入所者の継続的な支援の観点から、グループホームの創設や短期入所の整備と
一体的に整備するなど中長期的な視点が求められる（この一体的な整備は同一の整備
計画として協議できる。）とされています。 
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別紙（障害者支援施設の創設案件に添付） 

 

地域移行の支援に係る法人の現在の体制 

 

法   人   名  

施   設   名  

整備種別・定員数  

 

１ 下記に掲げる地域移行に係る推進体制の有無 

 該当する項目に 

 ○ を記載 

  当該拠点・センター等の 

  名称・所在地 

地域生活支援拠点（５つの機能全てを備えてい

ること）登録事業所を有している 

  

基幹相談支援センターの運営を受託している   

一般相談支援（地域移行支援、地域定着支援）

又は自立生活援助を運営している 

  

 

２ これまで入所施設等からの地域移行に取り組んできたこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他、地域移行の推進に係る法人の意向等 
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『令和７年度 障害児（者）施設等の整備方針について』（令和６年４月５日埼玉県福祉

部障害者支援課策定）の３における主な評価のポイント 

記 
（１）重度障害児者の住まいの場の創設 
  ①障害者入所施設 
   ・非常用自家発電設備の有無 
   ・入所を見込んでいる者についてグループホームでの対応が困難な状況など具体的に記載されて 
    いるか 
   ・地域移行の支援に関する現在の法人の体制 
   ・当該市町村における入所施設の不足の解消に向かうかの見通し 
   ・定員規模（入所希望者減少への観点） 
   ・入所定員に占める個室の割合 
   ・圏域及び当該市町村における整備率 
  ②障害児入所施設 
   ・非常用自家発電設備の有無 
   ・定員規模 
   ・入所定員に占める個室の割合 
  ③重度障害者が入居するために必要な設備を備えたグループホーム 
   ・重度障害者に対応する設備の有無（施設全体のバリアフリー、特殊浴槽、多目的トイレ等介護 
    設備、スプリンクラー、非常用自家発電設備等。） 
   ・併設型の短期入所の有無 
（２）老朽化した施設の入所者等の安心・安全を確保するため、障害児者の住まいの場の大規模修繕・ 
   移転創設などの整備 
  ○障害者入所施設の増改築、大規模修繕、移転創設等 
   ・建物の築年数、耐震性能等 
   ・地域移行に関する実績、入所者の意向及び当該意向を踏まえた中長期的な施設整備計画 
   ・入所施設から地域移行等をすすめるグループホームの創設 
   ・併設型の短期入所の有無 
   ・施設の小舎化等 
  ○障害児入所施設の増改築、大規模修繕、移転創設等 
   ・建物の築年数、耐震性能等 
   ・施設の小舎化等 
  ○グループホームの増改築、大規模修繕、移転創設等 
   ・建物の築年数、耐震性能等 
（３）重症心身障害児・重度障害者を支援する通所事業所等の創設 
  ①重症心身障害児を支援する通所事業所及び児童発達支援センター 
   ・当該事業種別の事業所が設置されていない市町村における整備 
  ②重度障害者を支援するために必要な設備を備えた通所事業所 
   ・重度障害者に対応する設備の有無（施設全体のバリアフリー、特殊浴槽、多目的トイレ等） 
（４）（１）～（３）の整備案件を含め、「社会福祉施設等施設整備費県費補助金交付要綱」、「次世代育 
  成支援対策施設整備県費補助金交付要綱」の対象となる障害児者施設・事業所に係る全ての整備 
  ・市町村計画への位置づけ 
  ・県計画に対する当該施設・事業所種別の充足率 
  ・防災拠点として、市町村が策定する地域防災計画への位置づけ 
  ・重度障害児者を支援するために必要な設備の設置 
  ・短期入所の併設 
  ・地域生活支援拠点としての位置づけ 
  ・危険区域（洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域等）かどうか 
   危険区域において新設又は移転改築整備をする際は、安全上及び避難上の対策を講じられるか 
  ・非常用自家発電設備の整備（入所施設、グループホーム、医療的ケアが必要な利用者がいる通所 
   事業所、市町村の防災拠点とされている通所事業所） 
  ・ブロック塀等の改修整備  
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Ⅰ はじめに                      

１ 手引きの目的 
この手引きは、障害児（者）施設整備費補助金及び社会福祉法人の設立認

可の協議に関する本県の手続を示すものです。 

 
２ 協議の窓口 
  各窓口に来所して相談する場合は、事前に担当者と電話で来所日時を調整

してください。予約なしでお越しいただいても、担当者の不在等により相談

に応じられないことがあります。また、来所人数は必要最低限とし、理事長

や設立代表者など責任者の方が来所するようにしてください。なお、協議先

が「市」である場合は、当該「市」に手続を確認してください。 

 

（１）障害児（者）施設整備費補助金 

 ■施設整備費補助金に関する県の協議窓口及び所管区域 

◆障害者支援施設、障害福祉サービス事業所(グループホームを除く)、障害児入所施設、

児童発達支援センター 

 東部中央福祉事務所 

 電話 048-737-2349 

 FAX  048-734-1121 

行田市、加須市、春日部市、羽生市、鴻巣市、上尾市、草加市、

蕨市、戸田市、桶川市、久喜市、北本市、八潮市、三郷市、蓮田

市、幸手市、吉川市、白岡市、伊奈町、宮代町、杉戸町、松伏町、

越谷市(※)、川口市(※) 

※＝障害児入所施設及び児童発達支援センターの整備に限る 

西部福祉事務所 

 電話 049-283-6800 

 FAX  049-283-7891 

所沢市、飯能市、東松山市、狭山市、入間市、朝霞市、志木市、

和光市、新座市、富士見市、坂戸市、鶴ヶ島市、日高市、ふじみ

野市、三芳町、毛呂山町、越生町、滑川町、嵐山町、小川町、川

島町、吉見町、鳩山町、ときがわ町、東秩父村、川越市(※) 

※＝障害児入所施設及び児童発達支援センターの整備に限る 

北部福祉事務所 

 電話 0495-22-6154 

 FAX  0495-22-2396 

熊谷市、本庄市、深谷市、美里町、神川町、上里町、寄居町 

秩父福祉事務所 

 電話 0494-22-6228 

  FAX  0494-23-7813 

秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町 

◆グループホーム、障害児通所支援事業所(児童発達支援、放課後等デイサービス) 

 障害者支援課 

施設整備・法人指導担当 

 電話 048-830-3313 

  FAX  048-830-4783 

県内全域 

 ただし、さいたま市、川越市、越谷市及び川口市を除く 

  ※複合型施設で窓口が複数にまたがる場合（児者多機能型事業所、多機 

   能型ではないが、同一敷地に整備する等一体的な児・者の事業所）は、 

     所管の福祉事務所に御相談ください。 
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 ■さいたま市における施設整備費補助金の協議 

すべての種別 →さいたま市 

  

 ■中核市(川越市・越谷市・川口市)における施設整備費補助金の協議 

障害者支援施設 

障害福祉サービス事業所 

障害児通所支援事業所 

→川越市・越谷市・川口市 

 

障害児入所施設 

児童発達支援センター 

越谷市及び川口市内→県（東部中央福祉事務所） 

川越市内     →県（西部福祉事務所） 

 

 

（２）社会福祉法人の設立 

 ■社会福祉法人設立に関する協議の窓口 

法人本部の所在地と事業の範囲 法人の所管 協議窓口 

下記以外 県 
県各福祉事務所 

※所管区域は前ページ参照 

法人事務所：市内 

事 業 範 囲：当該市の区域を越えない 
各 市 各市の担当課 

法人事務所：さいたま市内 

事 業 範 囲：２以上の市町村に及ぶ 
さいたま市 さいたま市の担当課 

 

   

３ 協議書の提出 

  協議にあたっては、「社会福祉法人設立認可等協議書」を協議窓口に提出

してください。協議書提出期限：協議年度の７月末（厳守） 

  必要書類及び様式はこの手引きの（資料編）協議書様式を参照してくださ

い。 

  整備計画や協議書類に不備や不足がある場合には審査ができませんので、

余裕をもって計画的に提出準備を進めてください。また、協議書提出後の変

更は原則として認められません。法人の判断のみをもって変更した場合、補

助事業に影響が出る可能性があるので留意してください。 

  なお、施設整備費補助金に係る協議については、協議書提出後、整備予定

地を確認させていただきます。（８月頃） 

 

 

 

 

 

 

-6-



 

４ 審査委員会における審査 

  施設整備費補助金及び社会福祉法人の設立認可の適正化を図るため、県福

祉事務所及び本庁に「社会福祉法人設立認可等審査委員会」（以下「審査委

員会」という。）が設けられています。 

  県福祉事務所の審査委員会（９月頃）には、理事長や設立代表者など責任

者の方に出席していただきます。また、県の本庁の審査委員会（１１月頃）

への出席は不要ですが、事前に追加資料の提出等を求める場合があります。 

  審査の内容は、概ね次のとおりです。 

   ・整備計画（利用者のニーズ） 

   ・法人の運営・財務状況、施設整備に係る資金計画 

   ・整備後の運営費見込み 

   ・土地の取得、建物の規模等の事業計画 

   ・指定基準（人員配置、設備）、職員確保のための手法 

   ・都市計画法、農地法、農業振興法、消防法等の関係機関との協議状況 

   ・市町村長の意見 

   ・その他整備内容に応じて必要な審査 

 

  なお、社会福祉法人の設立認可を市が行う場合にあっては、施設整備に関

する県の審査とは別に、各市の社会福祉法人審査委員会の承認が必要となり

ます。 
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Ⅱ 施設整備費補助金の協議                    

１ スケジュール（標準）

施設整備費補助金関係
施設整備費補助を伴う
社会福祉法人設立

施設整備費補助金関係
施設整備費補助を伴う
社会福祉法人設立

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

４月

５月

６月

協
議
年
度

整
備
年
度

事
業
開
始

年
度

※　協議の窓口が市となる場合があります。この手引きの「２　協議の窓口」を確認してください。

年次 月

県（※） 設置主体（事業者）

準
備
年
度

・農地転用許可／開発許可 ・建築確認

・入札／工事請負契約
・福祉医療機構融資借入申込

・設立準備委員会発足

・役員及び評議員等の選出

・事業計画の策定 ｅｔｃ…

・用地選定・確保

・関係行政機関との調整

（農振除外、農地転用、開発許可

等）

・資金計画
・福祉医療機構融資相談
・近隣住民への説明等
・基本設計 ｅｔｃ…

社会福祉法人設立認可

社会福祉法人設立認可等審査委員会（各協議窓口）

社会福祉法人設立認可等審査委員会（本庁）

補助金内示

国庫補助協議→国へ提出

設立登記

着工時検査

施設整備相談 法人設立相談

『社会福祉法人設立認可等協議書』の提出

『国庫補助協議書』の提出

『社会福祉法人設立認可申請書』の
提出

中間時検査

完成時検査

補助金交付
※法人から事業者への支払時期に合わせて交付

補助金交付申請書の提出
補助金交付決定

実績報告書提出

補助金交付確定

工事着工届提出

工事完了届提出

事業者指定相談

財産移転完了届

事業者指定申請

県審査結果通知

理事会、評議員選任・解任委員会、
評議員会の開催

国庫協議書作成依頼

（又は国庫協議見送りの連絡）
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２ 補助金の概要 

  施設・事業所の創設（いったん更地にして建て替える場合、敷地内外問わ

ず移転する場合を含む）、改築（定員を増やさず柱等主となる部分だけを残

して、他を新しくする場合）、大規模修繕等に対する補助金で原則として単

年度事業です。 

 

《補助率》 

 ・国庫補助     3/4（国2/4、県1/4） ※補助額に上限あり 

 ・事業者負担     1/4 

※ 補助事業が特定の要件に該当する場合、「埼玉県民間社会福祉施設 

整備促進事業（県単上乗せ補助）」の対象となります。詳細について

は補助要綱を確認してください。 

（参考） 

・社会福祉施設等施設整備費県費補助金交付要綱 

 （障害者施設・事業所が対象） 

  https://www.pref.saitama.lg.jp/a0602/kenpi-hojokin.html 

 ・次世代育成支援対策施設整備県費補助金交付要綱 

   （障害児施設・事業所が対象）     

  https://www.pref.saitama.lg.jp/a0605/jyoseijigyou/sisetuseibihozyo.html) 

・埼玉県民間社会福祉施設整備促進事業実施要綱（県単上乗せ補助） 

 https://www.pref.saitama.lg.jp/a0602/seibisokusin.html 

 

（１）対象施設等 

  障害福祉サービス事業所（療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、グループホーム、短期入所等）及び

障害者支援施設。（厚生労働省所管の「社会福祉施設等施設整備費国庫補助

金」が対象。） 

  障害児通所支援事業所（児童発達支援、放課後等デイサービス）、障害児

入所施設及び児童発達支援センター。（こども家庭庁所管の「次世代育成支

援対策施設整備交付金」が対象。） 

※障害者支援施設等災害時情報共有システムに災害時緊急連絡先メールアド 

 レスが登録されていること。なお、創設等、新規で事業を開始する場合は、 

 事業開始後、障害福祉サービス等情報公表システムへの登録と併せて速や 

 かに対応すること。 

 

（２）対象事業者 

  社会福祉法人、特定非営利活動法人等、「社会福祉施設等施設整備費国庫

補助金交付要綱」に定める法人。 

また、県単上乗せ補助については、社会福祉法人、公益社団法人、     

公益財団法人、医療法人又は特定非営利活動法人。 
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（３）補助対象経費 

施設整備に要する費用を補助対象経費とします。次の（ア）から（ウ）に

掲げる費用については補助の対象となりません。 

 

（ア）土地の買収又は整地に要する費用 

（イ）職員の宿舎に要する費用 

（ウ）その他施設整備費として適当と認められない費用（外構工事費等） 

  

３ 整備計画の策定 

  施設・事業所の整備に当たっては、利用者ニーズを調査の実施等により  

具体的に把握し、事業開始年度から十分な利用率が見込める整備計画を策定

してください。 

  障害児通所事業所及び障害者通所事業所を同一敷地等で一体的に整備する

場合は、児者多機能型事業所とするか、児者多機能型事業所としないのかを

明確にしてください。（補助基準単価、指定後の報酬が異なります。） 

 

４ 土地 

（１）土地の選定について 

  創設（移転含む）の場合は、ハザードマップ等で、洪水浸水想定区域

など「災害の発生を警戒すべき区域」として指定された区域以外における

施設整備が基本となります。 

  やむを得ず、当該地域で整備する場合は、災害に対する備えを講じる

とともに、水防法又は土砂災害防止法に基づく「避難確保計画」に相当す

る計画をあらかじめ作成してください。 

 

（２）土地の取得等について 

  土地の購入費は、近隣の公示価格や取引事例を調査し、適正な価格として 

 ください。やむを得ず借地とする場合は、近隣の公示価格や取引事例の調査

に加え、借地期間中の支払総額と土地の適正価格との比較等を行い、借地料

が過大とならないようにしてください。また、借地の期間は、３０年（借地

借家法に基づく）または、設置予定建物の財産処分制限期間のいずれか長い

期間以上としてください。やむを得ない理由で処分制限期間未満となる場合

は、契約書内に更新規定が盛り込まれている必要があります。（財産処分に

ついては１１（８）参照。） 

  なお、法人役員等から賃借により貸与を受けることは、借地料が近隣の公

示価格等と比べ著しく均衡を欠く額で決定されるおそれや貸主に有利な契約

内容になるおそれなどがあるため望ましくありません。やむを得ず法人役員

等から賃借する場合は、次の事項を確認します。 

・賃借の決定を諮る理事会等において当該役員を外すなど適切な意思決定 

 をしているか。 
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・借地料が近隣公示価格等と比べて適正なものか。 

・貸主に著しく有利な契約内容とならないか。 

・やむを得ず法人役員等から賃借する理由。（その他必要な事項） 

  ※ 障害者支援施設、グループホーム等（利用者が居住する施設）の整備 

   においては、事業用定期借地権契約が認められません（借地借家法２３ 

   条）。また、３０年以上５０年未満の事業用定期借地権契約では契約を 

   更新しない旨を定めることができますが、その場合には建物の処分制限 

   期間に注意が必要です。 

  土地登記の全部事項証明書により権利関係を確認し、抵当権等、事業実施

に支障が生じるおそれのある権利は抹消できることを確認してください。 

 

５ 建物 

 建物は、事業実施に適正な規模とし、適正な価格で整備してください。整

備する建物は自己所有物件に限ります。（スプリンクラー、防犯設備整備等

を除く。）また、大規模修繕の場合は障害福祉サービスの指定を受けて１０

年以上経過した施設・事業所の建物のみ対象です。 

 なお、既存施設の改築・移転等を行う場合、過去に補助金を受けて整備し

た建物・設備・備品の使用をやめるにあたり財産処分の承認が必要となるケ

ースがあります。財産処分に伴い補助金の一部返還が生じることも多いため、

必ず事前に協議窓口の担当者に相談してください。 

 また、事業所としての指定を受けるためには、訓練作業室や相談室の設置

など施設、設備の基準を満たす必要があるので、事前に次の窓口で相談をし

て、確認を受けてください。併せて、７の職員体制の整備に関しても確認を

受けてください。指定要件を満たさない場合、施設整備費補助金の補助対象

となりませんので、ご注意ください。 

 

  （指定の窓口） 

・障害福祉サービス事業所、障害者支援施設の指定 

 （さいたま市・川越市・越谷市・川口市・和光市の事業所を除く。） 

  障害者支援課 施設支援担当   048-830-3314 

 

・障害児入所施設の指定 

 （さいたま市の事業所を除く。） 

  障害者支援課 地域生活支援担当 048-830-3317 

 

・障害児通所支援事業所、児童発達支援センターの指定 

 （さいたま市・川越市・越谷市・川口市・和光市の事業所を除く。） 

  障害者支援課 地域生活支援担当 048-830-3317 
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６ 資金計画 
 
（１）施設整備に係る事業者負担 

  法人理事からの寄付金等を事業者負担の財源とする場合は、贈与契約書、

預金残高証明書、所得証明書などの証拠書類を用意します。預金残高証

明書の日付は協議窓口の指示に従ってください。 

  なお、施設利用（予定）者の保護者等に対する寄付金等の強要があっ

たと認められる場合は、法人認可・施設整備の協議には応じられません。 

  借入先については、審査委員会の審査基準において、公的借入金（独立行

政法人福祉医療機構）のみを認めています。ただし、福祉医療機構との協調

融資の場合に限り、民間金融機関からも借入が可能です。 

  民間金融機関等からの単独借入はできませんのでご注意ください。福祉医

療機構へ提出する借入申込書に添付する知事の意見書は所管の窓口で交付し

ます。 

  事業者負担を全額借り入れるような資金計画や法人役員等からの借り入れ

は望ましくありません。借入にあたっては福祉医療機構と十分に調整すると

ともに、事前相談や報告を適切に行ってください。 

  また、補助金が減額して採択された場合に備え、借入金を増額しなければ

ならない場合もあるため、法人としての借入の上限額を把握しておいてくだ

さい。当初資金計画を変更するなど相談内容に変更があった場合、借入の手

続に遅れが生じる可能性があります。 

  事業者は、借入についての全体の流れを把握するだけでなく、個別具体的

な指示をしっかりと確認し、速やかに対応するようにしてください。 

  工事費の支払時期と補助金の交付時期（年度末）との関係で、つなぎ資金

が必要となる場合もあります。つなぎ資金が必要かどうかについても、併せ

て検討してください。 

  昨今の物価高騰の影響により、協議書提出時から実際の契約までの間に工

事費が増額となることも想定されます。その場合でも補助額は変わらないた

め、増額となった場合にも対応できるよう余裕を持った資金を確保してくだ

さい。 

 

（２）新規開設時の運営費 

  年間施設運営費の３か月分を自己資金で用意します。運営費の収入（給付

費等）がサービス提供月の２か月先になるためです。 

 

（３）開設後の資金収支 

  開設後５年間（創設（移転含む）の協議書にあっては、５年間及び２０年

間の２種類）の資金収支計算書を作成します。資金収支の根拠となる利用者

数、職員の給与、借入償還金等を適切に見込んでください。 

  補助事業完了後、運営に支障がでる資金計画については認められません。 

 近年の国当初予算の状況から、施設の老朽化に伴う施設の大規模修繕費用

について施設整備費補助金でまかなうことは困難となっています。したがっ

て、将来必要となる大規模修繕を見据え、補助金が活用できないことを前提

とした長期修繕計画を、可能な範囲で作成するとともに、資金の積立てを計

画的に行うよう努めてください。 
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 創設時点等における長期修繕計画には、建物及び設備の劣化の状況、修繕

積立金の運用益、借入金の金利、物価など不確定な事項が多く含まれていま

す。５年程度ごとに調査・診断を行い、その結果に基づいて可能な範囲で見

直しを行うよう努めてください。また、長期修繕計画の見直しと併せて、修

繕積立金の額も可能な範囲で見直しを行うよう努めてください。 
 

（４）既存法人における過去２年間の決算書 

  過去２年間の法人全体の決算が原則黒字であることを確認してください。

既存事業の赤字が継続している状態での無理な資金繰りは、不祥事案につな

がりやすく、県審査会において承認されない場合があるので、赤字の場合は、

その原因、改善のための取り組みや今後の見通しを示していただきます。 

 

７ 職員体制の整備 
  法令等に定める人員基準を満たす職員を配置します。事業所の指定相談 

（前記５の指定の窓口参照）を受けてください。 

 

８ 関係機関との事前相談等 
  補助金の協議には、関係機関の内諾等が必要となります。 

【事前相談の例】 

農振除外、農地転用、開発許可、建築確認、接続道路、給水、排水、緑化、 

埋蔵文化財、消防、保健所、福祉医療機構など 

 
９ 社会福祉施設の建設に関する市町村長の意見 

施設整備費補助金の協議（大規模修繕を除く）には、地元市町村長の意見

書が必要です。市町村の障害福祉担当課に事業計画を説明し「社会福祉施設

の建設に関する意見書」の提出を依頼してください。 

なお、新たに整備する障害福祉サービスについて、障害福祉圏域における

アンケート調査など、ニーズ調査等を実施し、その結果を添付してください。

事業開始年度から十分に稼働する計画にしてください。協議に当たっては、

その調査結果を踏まえ、当該整備計画が妥当である旨の記述がある市町村長

の意見書の添付を必須とします。 

 
１０ 地域住民への説明等 
  地元自治会の代表者に事業計画を説明してください。また近隣住民に対し

どのような方法で説明し、どのような形で同意を得られたのかを明確にして

ください。 

 ※ 地元自治会の代表者の意向など必要に応じて近隣住民に対する説明会 

を開催し、事業開始後、利用者が不測の損害を被ることが無いよう留意し

てください。 
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１１ 本庁審査会後の手続 
 
（１）国庫補助協議の可否 

  国庫補助協議にあたっては審査委員会の審査で承認され、かつ県予算が認

められた場合に限られます。したがって、審査委員会で承認された場合で

も県予算が認められない場合は国庫補助協議を行いませんので御留意く

ださい。 国庫補助協議の可否については、協議年度の３月末頃に通知しま

す。国庫協議できる場合には国庫協議書の作成が必要となりますので、協議

窓口の指示に従ってください。 

  国庫協議できたとしても不採択となる場合や減額して採択される場合もあ

りますので、あらかじめ御了承ください。なお、減額採択の場合であっても、

国庫補助協議した工事内容・金額を変更することはできません。 

  また、追加の借入金についても、独立行政法人福祉医療機構からの借入及

び福祉医療機構との協調融資のみを認めています。 

 

（２）国補正予算（主に国土強靭化）の国庫協議時期 

  国庫協議は通常、協議年度の３月末に案内しますが、国経済対策等に伴い

国補正予算の措置があった場合、国補正予算に合わせて時期を早めて国庫協

議を行う可能性があります。国補正予算に伴う国庫協議は、主に国土強靭化

に該当する案件が協議対象となります。（整備方針p.2を参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 設置主体（事業者） 県 設置主体（事業者）

１１月

１２月

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

～

３月末

事
業
開

始
年
度

４月

協
議
年
度

整
備
年
度

年次 月

【標準】国当初予算で協議する場合 国補正予算で協議する場合

・農地転用許可／開発許可 ・建築確認

・入札／工事請負契約

・福祉医療機構融資借入申込

社会福祉法人設立認可等審査委員会（本庁）

補助金内示

協議書を国へ提出

着工時検査

補助金交付申請書の提出補助金交付決定

事業完了

工事着工届提出

県審査結果通知の送付

国庫協議書作成依頼
（又は国庫協議見送り通知）の

送付
（国庫協議できる場合）

『国庫補助協議書』の提出

国庫協議書作成依頼 『国庫補助協議書』の提出

協議書を国へ提出

補助金内示

補助金交付申請書の提出
補助金交付決定・

繰越手続き

・農地転用許可／開発許可 ・建築確認

・入札／工事請負契約

・福祉医療機構融資借入申込

工事着工届提出着工時検査

補正協議で採択された場合で
も、翌年度に繰越して事業を
行います。

・事業は必ず年度内に完了する必要があります。
（翌々年度への繰越は、原則できません。）
必ず年度内に完了するよう、早めに他法令手続
や入札等を行い、早めに工事着工できるように努
めてください。

・工事着工後の流れは当初・補正どちらも同じ。
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（３）補助金の内示、内示後の補助金等の手続 

  補助金の内示は国のスケジュールによって前後しますが、整備年度の７月

頃になります。国庫補助協議した工事内容・金額が補助対象事業となります。 

  内示前に契約・工事着工することは認められません。（その場合、該当部

分は補助対象外となります。）一度協議書を提出すると、最長で翌年度の７

月（国庫協議できない場合は３月）まで整備計画を進めたり変更したりする

ことはできません。 

  また、内示後にやむを得ない事情により工事内容や資金計画を変更する場

合は、必ず事前に窓口の担当者に相談してください。事前相談なく法人の判

断のみをもって変更した場合、補助金は交付できません。 

  補助金の交付申請書の提出は１０月頃、交付決定通知は１１月頃、概算  

交付は３月頃（法人から施工業者への支払日の前日を目安に交付予定）です

が、内示の時期により前後することがありますので、所管の窓口の指示に従

って行ってください。 

  また、事業完了の際は、速やかに実績報告書を提出してください。 

 

（４）補助事業の進捗管理 
補助金による施設整備は単年度事業です。整備年度の３月末までに補助 

事業を完了してください。なお、事業に着手できるのは国庫補助内示後（整

備年度の７月頃）となります。 

内示前から、農振除外、農地転用、開発許可、建築確認、入札等の手続の

事前準備を進めておくなど、工事の早期着手・早期完成に努めてください。

整備年度内に補助事業が完了しない場合、補助金は交付できませんので注意

してください。特に、農振除外の手続については、受付期間が限られ、手続

期間も長期に及ぶ場合がありますので、事前に市町村担当課に十分確認して

ください。 

工事着工後は、工事業者及び設計監理業者と定期的に現場確認及び打合せ

を行い、事業者自身が工事の進捗管理を行います。また、所管の窓口に   

定期的（又は必要に応じて随時）に進捗状況を報告します。 

施設・事業所の開所が遅れると利用予定者にも多大な迷惑がかかりますの

で、進捗管理をしっかりと行ってください。 

 

（５）施設整備に係る契約手続等 
  契約は、別に定める「社会福祉施設整備費補助に係る工事請負等契約

手続基準」及び「社会福祉施設整備費補助に係る工事請負等契約手続  

指導事項」に従って手続を進めてください。 

  工事請負業者の選定に当たっては一般競争入札によることとなります。 

 理事が役員をしている業者（当該事業者と親子関係にある業者を含む）

は選定できません。また、真にやむを得ないものを除き入札執行後の変

更契約は認められません。変更契約を行う場合には、必ず事前に窓口の

担当者に相談してください。変更契約の内容について、入札時に想定し

得ない事由によるものか確認します。 

  県 の 補 助 金 が ５ ， ０ ０ ０ 万 円 以 上 交 付 さ れ る 施 設 は 、 「 埼 玉 県    

社会福祉施設整備工事検査実施要綱」に基づいて県が検査を実施するの

で、着工時、中間時、完成時検査に必要な報告を行ってください。 

  なお、内示前の契約については、補助対象外になりますので、御注意

ください。 
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（６）建物の竣工 

  建物が竣工した際は、事業年度内に建築確認や消防法上の工事検査を

完了してください。また、竣工時検査がありますので所管の窓口に報告

してください。 

  社会福祉法人は、建物の保存登記を行い、登記完了後、基本財産の増

加に伴う定款変更の手続を行ってください。 

  

（７）事業完了後の調査 

  補助事業完了後も、当県から施設の運営状況や県産木材の利用状況などに

ついて調査を行うことがあります。御協力頂きますようお願いいたします。 

 

（８）消費税の仕入控除税額の報告 

  社会福祉施設等施設整備費補助金の交付を受けた全ての事業者は、補助金

に係る消費税の取り扱いについて県への報告が必要です。詳細については交

付確定通知送付時にご案内いたしますので、期限までに報告書を提出してく

ださい。（※報告の期限は補助を受けた年度の翌々年度の４月末までです。） 

 

（９）財産処分 

  補助金を受けて整備した建物や設備には、財産の処分制限期間が定められ

ています（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律）。 

  そのため、この期間が経過する前に補助金を受けた財産を交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し又は担保に供する場合、

原則として事前に国の承認が必要になります。この場合には通常、補助金の

返還も伴うので補助金を受けた財産の運用にあたっては次の事項を厳守して

ください。 

  ・財産処分の承認には一定期間を要するため必ず余裕をもって（処分の  

   ３か月以上前）補助金窓口に相談すること。 

  ・補助金を受けた建物や設備等に変更が生じる場合、事業者独自で財産処 

   分手続きの必要性等について判断しないこと。 

 

 

（１０）新設施設指導監査 

  開所から概ね３月経過後に、下記５項目について監査を実施します。

予め自主点検表を送付しますので、それにより自主点検をお願いします。 

 

（ア）施設整備関係 

  県の補助金が適正に執行されているかどうかを中心に、借入金や償還

計画の状況についても確認します。 

  指導監査時に必要な主な書類は、国庫補助協議書、補助金交付申請書、

実績報告書等の補助金関係書類、物品売買契約書、固定資産物品台帳等

の初度備品関係書類、独立行政法人福祉医療機構融資申請書、同決定  
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通知書等の借入金関係書類、贈与契約書、寄付金台帳等の償還計画関係

書類及び預金通帳等の金銭の流れに係る関係書類などです。 

 

（イ）法人運営関係 

  法人運営が適切に行われているかどうかを確認します。 

  主な必要書類は、定款、役員・評議員選任関係書類（名簿、履歴書、

就任承諾書等）、理事会及び評議員会議事録、監査報告書及び登記簿謄

本（法人、土地、建物）などです。  

 

（ウ）施設運営関係 

  施設運営が適切に行われているかどうかを確認します。 

  主な必要書類は、職員名簿、免許状（写）、勤務表、研修記録等の    

職員関係書類、就業規則、給与規程等の労働関係書類、消防計画、避難

訓練等の防災関係書類及び保健衛生関係書類などです。 

 

（エ）入所者処遇関係 

  入所者に対する支援が適切に行われているかどうかを確認します。 

  主な必要書類は、業務日誌、指導員日誌、寮母日誌、看護日誌、給食日誌、 

 献立表、ケース記録、処遇検討会議録及び入所者預り金関係書類などです。 

 

（オ）財務管理関係 

  会計処理が経理規程に従って適切に行われているかどうかを確認します。 

    主な必要書類は、収支予算書、決算報告書（貸借対照表、収支計算書  

及び事業活動計算書）、財産目録、決算附属証明書、残高証明書、仕訳   

伝票、勘定票、試算表、不動産台帳等の各種台帳及び預金通帳等金銭の  

流れに係る関係書類などです。 
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Ⅲ 社会福祉法人の設立認可の協議              

１ スケジュール（標準） 

（１）施設整備費補助を伴わない法人設立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設整備費補助を伴う法人設立 

   →「Ⅱ 社会福祉施設等施設整備費補助金の協議」のスケジュール表を 

    参照。 

 

 

 

年
次

月 県(※) 設立主体

８月

９月

１０月

※　協議の窓口が市となる場合があります。この手引きの「２　協議の窓口」を確認してください。

協
議
年
度

１２月
以降

７月
以前

１１月

・設立準備委員会発足
・役員及び評議員等予定者

の選出
・事業計画の策定 ｅｔｃ…

社会福祉法人設立認可等審査委員会（各県福祉事務所）

社会福祉法人設立認可等審査委員会（本庁）

法人設立相談

法人設立認可 法人設立登記
（認可日から２週間以内）

寄附財産移転完了報告

（財産の移転が完了した日から１か月以内）

新設法人での各事業の指定申請手続、
譲渡法人での事業廃止手続 など

公的機関の書類の追加提出

『社会福祉法人設立認可等協議書』

（公的機関の書類を除く）の提出

『社会福祉法人設立認可申請書』の提出
（協議書と同一の添付書類は再提出不要）

理事会、評議員選任・解任委員会、
評議員会の開催

（評議員・役員の選任、理事長の選定、
各種規程等重要事項の決議）
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２ 法人設立の協議にあたって   

  社会福祉法人設立のためには、厚生労働省が示す「社会福祉法人審査基準」

及び「社会福祉法人審査要領」に則り、資産要件や役員及び評議員の選任要

件などの基準を満たす必要があります。資産要件については実施する事業に

より異なる場合もあります。法人設立の協議にあたっては、これらの基準を

満たすことが見込まれるかを慎重に検討してください。 

 

３ 社会福祉法人設立準備委員会 

  社会福祉法人設立準備委員会は、原則として法人の理事（６人以上）、及

び監事（２人以上）の就任予定者による設立人によって開催し、法人の役員、

定款、定款施行細則、評議員選任・解任委員会運営細則、経理規程、事業・

予算・資金計画（施設整備及び法人全体）など基本的事項の策定を行います。

また、議事の内容を記録した議事録を作成し、議長及び２人以上の議事録署

名人が記名・押印します。 

 

４ 本庁審査会後の手続 

  社会福祉法人の設立認可の申請は、審査委員会において承認を受けた後、

厚生労働省の定める手続に従って「社会福祉法人設立認可申請書」を所轄庁

に提出することによって行います。 

  施設整備費補助を伴う案件については、「社会福祉法人設立認可申請書」

の提出は補助金の内示を受けた後となります。 

  社会福祉法人は、認可書を受領してから２週間以内に登記することにより

設立します。事前に所轄の法務局と十分相談して登記手続を行ってください。

登記後は、速やかに理事会、評議員選任・解任委員会及び評議員会を開催し、

評議員及び役員の選任、理事長の選定、諸規程等の重要事項を決議して法人

としての運営を始めることとなります。 

  また、法人設立の認可を受けたときは、遅滞なく財産目録記載の財産の移

転を受け、移転完了後１月以内に証明書類と共に所轄庁に報告してください。 
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